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資産の部

Ⅰ 固定資産

1 有形固定資産

土地 86,035,367

建物 68,703,148

減価償却累計額 △ 22,361,192 46,341,955

構築物 2,821,841

減価償却累計額 △ 782,145 2,039,695

機械装置 11,901

減価償却累計額 △ 7,133 4,767

工具器具備品 12,688,754

減価償却累計額 △ 8,372,417 4,316,336

図書 4,847,228

美術品・収蔵品 69,554

車両運搬具 48,682

減価償却累計額 △ 44,703 3,978

建設仮勘定 75,008

有形固定資産合計 143,733,893

2 無形固定資産

特許権 8,695

商標権 3,676

意匠権 357

ソフトウェア 113,659

特許権等仮勘定 55,014

その他の無形固定資産 2,170

無形固定資産合計 183,574

3 投資その他の資産

投資有価証券 3,778,679

長期性預金 600,000

敷金・保証金 1,560

投資その他の資産合計 4,380,239

固定資産合計 148,297,707

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 4,017,299

未収学生納付金収入 423

有価証券 1,300,000

前払費用 12,337

未収収益 13,222

未収入金 2,643,602

立替金 1,493

仮払金 122

その他の流動資産 15

流動資産合計 7,988,515

資産合計 156,286,222

貸 借 対 照 表

（平成24年3月31日）

(単位：千円)
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負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 5,691,131

資産見返補助金等 62,260

資産見返寄附金 459,346

資産見返物品受贈額 5,241,304

建設仮勘定等見返運営費交付金 52,947

建設仮勘定見返施設費 66,459

建設仮勘定見返補助金等 2,367

建設仮勘定等見返寄附金 105 11,575,923

引当金

退職給付引当金 11,302 11,302

長期未払金 723,562

固定負債合計 12,310,788

Ⅱ 流動負債

預り補助金等 560

寄附金債務 189,570

前受受託研究費等 111,083

前受受託事業費等 15,505

未払金 6,406,271

未払費用 76,187

未払消費税等 16,025

前受金 716

預り科学研究費補助金等 155,287

預り金 214,191

引当金

賞与引当金 3,738 3,738

その他の流動負債 8,670

流動負債合計 7,197,809

負債合計 19,508,598

純資産の部

Ⅰ 資本金

地方公共団体出資金 141,601,826

資本金合計 141,601,826

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 11,159,498

損益外減価償却累計額（△） △ 21,786,132

資本剰余金合計 △ 10,626,634

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 4,042,536

当期未処分利益 1,759,896

(うち当期総利益 1,759,896 )

利益剰余金合計 5,802,433

純資産合計 136,777,624

負債純資産合計 156,286,222
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経常費用

業務費

教育経費 3,713,270 

研究経費 2,128,917 

教育研究支援経費 1,321,042 

受託研究費等 768,577 

受託事業費等 382,386 

役員人件費 133,282 

教員人件費 10,927,034 

職員人件費 2,964,045 22,338,555 

一般管理費 2,575,366 

財務費用

支払利息 32,164 

その他財務費用 1  32,166 

雑損 103,714 

経常費用合計 25,049,803 

経常収益

運営費交付金収益 16,195,188 

授業料収益 5,289,204 

入学金収益 630,495 

検定料収益 241,861 

オープンユニバーシティ収益 52,285 

社会人教育プログラム収益 20,176 

受託研究等収益

国又は地方公共団体からの受託研究等収益 55,086 

国又は地方公共団体以外からの受託研究等収益 721,280 776,366 

受託事業等収益

国又は地方公共団体からの受託事業等収益 335,365 

国又は地方公共団体以外からの受託事業等収益 57,865 393,231 

寄附金収益 188,639 

施設費収益 1,109,663 

補助金等収益 123,612 

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 861,995 

資産見返補助金等戻入 20,362 

資産見返寄附金戻入 175,382 

資産見返物品受贈額戻入 111,191 1,168,931 

財務収益

受取利息 4,811 

有価証券利息 74,653 

有価証券売却益 11,349 90,814 

雑益

科学研究費間接経費収益 286,935 

建物管理費等負担金収益 29,894 

国際交流会館使用料収益 16,212 

センター試験経費収益 12,387 

学生寮収益 10,880 

設備機器貸付料収益 935 

ロケーションボックス収益 4,840 

その他収益 66,672 428,758 

経常収益合計 26,709,229 

経常利益 1,659,426 

損 益 計 算 書
（平成23年4月1日～平成24年3月31日）

(単位：千円)
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臨時損失

固定資産除却損 220,057 

臨時損失合計 220,057 

臨時利益

保険金収益 105,248 

 資産見返負債戻入 3,429 

臨時利益合計 108,678 

当期純利益 1,548,047 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 211,849 

当期総利益 1,759,896 
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（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 5,345,720

　　人件費支出 △ 13,117,083

　　その他の業務支出 △ 2,385,650

　　運営費交付金収入 17,287,417

　　授業料収入 4,841,369

　　入学金収入 603,169

　　検定料収入 236,443

　　受託研究等収入 599,470

　　受託事業等収入 376,311

　　補助金等収入 116,331

　　補助金等の精算による返還金の支出 △ 5,177

　　寄附金収入 105,729

　　その他の収入 423,873

　　　　　　　　　 小計 3,736,485

　　保険金による収入 105,248

　　設立団体納付金の支払額 △ 3,768,533

　 　　 業務活動によるキャッシュ・フロー 73,200

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　定期預金の預入による支出 △ 600,000

　　有価証券の取得による支出 △ 2,716,040

　　有価証券の償還による収入 2,100,000

　　有価証券の売却による収入 1,022,560

　　有形固定資産の取得による支出 △ 4,409,422

　　無形固定資産の取得による支出 △ 43,849

　　敷金の支出 △ 1,560

　　施設費による収入 3,663,838

　　　　　　　　 小計 △ 984,474

　　利息及び配当金の受取額 82,237

　      投資活動によるキャッシュ・フロー △ 902,237

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　リース債務の返済による支出 △ 943,629

　　　　　　　　 小計 △ 943,629

　　利息の支払額 △ 32,164

　       財務活動によるキャッシュ・フロー △ 975,794

Ⅳ　資金増加額 △ 1,804,830

Ⅴ　資金期首残高 5,822,130

Ⅵ　資金期末残高 4,017,299

(平成23年4月1日～平成24年3月31日）

キャッシュ・フロー計算書
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（単位：千円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

業務費 22,338,555

一般管理費 2,575,366

財務費用 32,166

雑損 103,714

臨時損失 220,057 25,269,861

(2) （控除）自己収入等

授業料収益 △ 5,289,204

入学金収益 △ 630,495

検定料収益 △ 241,861

受託研究等収益 △ 776,366

受託事業等収益 △ 393,231

寄附金収益 △ 188,639

財務収益 △ 90,814

オープンユニバーシティ収益 △ 52,285

社会人教育プログラム収益 △ 20,176

雑益 △ 141,822

資産見返寄附金戻入 △ 175,382

臨時利益 △ 108,437 △ 8,108,717

業務費用合計 17,161,143

Ⅱ 損益外減価償却相当額 2,294,242

Ⅲ 損益外除売却差額相当額 3,820

Ⅳ 引当外賞与増加見積額 △ 30,766

Ⅴ 引当外退職給付増加見積額 △ 484,547

Ⅵ 機会費用

国又は地方公共団体財産の無償又は減額

された使用料による貸借取引の機会費用 354,356

地方公共団体出資の機会費用 1,204,880 1,559,236

Ⅶ 行政サービス実施コスト 20,503,128

１． 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用

東京都から無償使用している、土地、建物及び工作物は、東京都行政財産使用条例に基づき、使用

    料を算定しています。

２． 地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率
新発１０年国債の平成２４年３月末利回りを参考に０．９８５％で計算しております。

行政サービス実施コスト計算書

(平成23年４月１日～平成24年３月３１日）

(注）

6



(単位：　円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,759,896,643

当期総利益 1,759,896,643

Ⅱ 利益処分額

積立金 456,736,945

地方独立行政法人法第40条3項により

設立団体の長の承認を受けた額

教育研究の質の向上及び運営組織の

改善目的積立金 1,303,159,698 1,303,159,698 1,759,896,643

利益の処分に関する書類

 7
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注 記

当事業年度より、「「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会計基準注解」

（平成２４年３月３０日総務省告示第１４０号改訂）」及び「「地方独立行政法人会計基準」及び「地

方独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」（平成２４年４月改訂 総務省自治行政局 総

務省自治財政局 日本公認会計士協会）を適用しております。 

（重要な会計方針） 

１． 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

期間進行基準を採用しております。 

 ２． 減価償却の会計処理方法 

（１） 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としていますが、主な資産の耐用年

数は以下のとおりになっております。 

建物 １年  ～  ４７年 

構築物    ３年  ～  ５２年 

 工具器具備品     １年  ～  ２０年 

  ただし、リース資産については、リース期間で、受託研究収入により購入した償却資産に

ついては、受託研究期間で減価償却しております。 

  また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準（以下、「基準」という。）第８５）の減

価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除しておりま

す。 

（２） 無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）で償却

しております。 

３．固定資産の減損の会計処理方法 

   「固定資産の減損に係る地方独立行政法人会計基準」に基づいて処理しております。 

４．引当金の計上基準 

（１) 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

  特定有期雇用教員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における自己都合退職要

支給額を計上しております。 

特定有期雇用教員以外の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなさ
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れるため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。 

   なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第８７

－４に基づき計算された退職給付債務に係る当該事業年度の増加額を記載しております。 

（２） 賞与引当金の計上基準 

特定有期雇用教員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち

当事業年度の負担額を計上しております。 

特定有期雇用教員以外の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、

賞与に係る引当金は計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末

の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。 

５．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的債券については、償却原価法(定額法)を採用しております。 

（２）その他有価証券（時価のないもの）については、原価法を採用しております。 

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１） 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の

計上方法 

東京都行政財産使用条例に基づき、使用料を算定しております。 

（２） 地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率 

決算日における新発１０年国債の利回りである０．９８５％で計算しております。 

（３） 機会費用の内訳 

機会費用は全て設立団体に係る額となっております。 

７．リース取引の会計処理 

   リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

８．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

９．財務諸表及び附属明細書の表示単位 

   千円未満切り捨てにより作成しております。ただし、利益の処分に関する書類については、

円単位で表示しております。 
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（重要な会計方針の変更） 

当事業年度より、「「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会計基準注解」

（平成２４年３月３０日総務省告示第１４０号改訂）」及び「「地方独立行政法人会計基準」及び

「地方独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」（平成２４年４月改訂 総務省自治行政局 

総務省自治財政局 日本公認会計士協会）に基づき、資産除去債務に係る会計処理を適用し

ております。 

これによる財務諸表に与える影響はありません。 

（表示方法の変更） 

当事業年度において、表示方法の変更はありません。 

（注記事項） 

１．貸借対照表関係 

（１）運営費交付金から充当されるべき 

     退職給付見積額                         ７，６２５，８０４千円 

     （東京都からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記金額から除いております。） 

     賞与見積額                              ７３９，９４９千円 

２．キャッシュ・フロー計算書関係 

（１）資金の期末残高の貸借対照表表示科目別の内訳 

     平成２４年３月３１日 

現金及び預金 ４，０１７，２９９千円 

資金期末残高 ４，０１７，２９９千円 

（２）重要な非資金取引 

（２）－１ 現物出資された固定資産の内訳 

土地 １３，１５６，６６７千円 

資産合計 １３，１５６，６６７千円 

（２）－２ ファイナンス・リースによる有形固定資産の取得    ２４１，５６６千円 

（２）－３ 寄附による有形固定資産の取得  ２０２，９０１千円 

３．行政サービス実施コスト計算書関係 

  引当外退職給付増加見積額の中には、東京都からの派遣職員に係る△５１，６１５千円が含

まれております。 
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４．重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 

５．減損会計関係 

該当事項はありません。 

６．金融商品関係 

   （１）金融商品の状況に関する事項 

  当法人の資金運用については、地方独立行政法人法第４３条の規定に基づき、預金、国

債、地方債及び政府保証債等に限定しております。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

 期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 

(単位：千円)

①貸借対照表計上額（*1） ②時価（*1） ②-①差額(*1）

現金及び預金 ４，０１７，２９９ ４，０１７，２９９ －

未収入金 ２，６４３，６０２ ２，６４３，６０２ －

投資有価証券 ３，７７８，６７９ ３，９１４，６３０ １３５，９５０

満期保有目的債券 ３，７７８，６７９ ３，９１４，６３０ １３５，９５０

未払金 （６，４０６，２７１） （６，４０６，２７１） －

    （＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

    （注１）金融商品の時価の算定方法 

（１）投資有価証券 

この時価については、取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によ

っております。 

（2）金銭債権債務等 

  現金及び預金、未収入金、未払金については短期間で決済されるため、貸借対照

表計上額を時価としております。 

７．賃貸等不動産関係 

当法人は、東京都において賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に

重要性が乏しいため、注記を省略しております。 
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８．重要な後発事象 

該当事項はありません。 



附  属  明  細  書



（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８５　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

　　　 

（単位：千円）

 当期損益内  当期損益外

建物 62,948,208    3,136,288    2,669          66,081,827    21,577,155 2,213,975   - - - 

構築物 41,626          82,935        - 124,562        8,947         4,832         - - - 

工具器具備品 390,445        31,800        4,714          417,531        197,589     74,241        - - - 

計 63,380,280    3,251,025    7,383          66,623,921    21,783,692 2,293,049   - - - 

建物 2,576,113      45,465        257 2,621,321      784,037     135,006      - - - 

構築物 2,609,783      87,495        - 2,697,278      773,198     101,402      - - - 

機械装置 11,901          - - 11,901          7,133         803 - - - 

工具器具備品 10,940,665    1,414,415    83,859        12,271,222    8,174,827   2,068,919   - - - 

図書 4,667,931      186,850       7,553          4,847,228      - - - - - 

車両運搬具 48,682          - - 48,682          44,703       4,958         - - - 

計 20,855,077    1,734,226    91,670        22,497,634    9,783,900   2,311,090   - - - 

土地 72,878,700    13,156,667  - 86,035,367    - - - - - 

美術品・収蔵品 69,554          - - 69,554          - - - - - 

建設仮勘定 100,528        4,278,504    4,304,023    75,008          - - - - - 

計 73,048,782    17,435,171  4,304,023    86,179,930    - - - - - 

土地 72,878,700    13,156,667  - 86,035,367    - - - - - 注１

建物 65,524,321    3,181,753    2,927          68,703,148    22,361,192 2,348,981   - - - 注２

構築物 2,651,410      170,431       - 2,821,841      782,145     106,235      - - - 

機械装置 11,901          - - 11,901          7,133         803 - - - 

工具器具備品 11,331,111    1,446,216    88,573        12,688,754    8,372,417   2,143,160   - - - 

図書 4,667,931      186,850       7,553          4,847,228      - - - - - 

美術品・収蔵品 69,554          - - 69,554          - - - - - 

車両運搬具 48,682          - - 48,682          44,703       4,958         - - - 

建設仮勘定 100,528        4,278,504    4,304,023    75,008          - - - - - 

計 157,284,140  22,420,423  4,403,078    175,301,486  31,567,592 4,604,140   - - - 

ソフトウェア 5,964 - - 5,964 2,440         1,192         - - - 

計 5,964 - - 5,964 2,440         1,192         - - - 

特許権 3,891 6,092          - 9,984 1,288         881 - - - 

商標権 9,809 - - 9,809 6,133         980 - - - 

意匠権 671 - - 671 313 67 - - - 

ソフトウェア 504,994        30,221        - 535,215        425,080     54,030        - - - 

特許権等仮勘定 56,649          14,249        15,884        55,014          - - - - - 

その他の無形固定資産 2,170 - - 2,170 - - - - - 

計 578,186        50,564        15,884        612,866        432,815     55,959        - - - 

特許権 3,891 6,092          - 9,984 1,288         881 - - - 

商標権 9,809 - - 9,809 6,133         980 - - - 

意匠権 671 - - 671 313 67 - - - 

ソフトウェア 510,958        30,221        - 541,180        427,520     55,223        - - - 

特許権等仮勘定 56,649          14,249        15,884        55,014          - - - - - 

その他の無形固定資産 2,170 - - 2,170 - - - - - 

計 584,151        50,564        15,884        618,830        435,256     57,152        - - - 

投資有価証券 2,275,559      2,516,040    1,012,920    3,778,679      - - - - - 

長期性預金 - 600,000       - 600,000        - - - - - 

敷金・保証金 - 1,560          - 1,560 - - - - - 

計 2,275,559      3,117,600    1,012,920    4,380,239      - - - - - 

無形固定資産
合計

3,676 

357 

投資その他の
資産

3,778,679        

1,560 

4,380,239        

600,000 

無形固定資産（特
定償却資産）

8,695 

3,523 

3,523 

183,574 

8,695 

無形固定資産（特
定償却資産以外）

180,051 

2,170 

3,676 

357 

55,014 

110,135 

55,014 

113,659 

2,170 

摘　要
差引当期末
残　　　　 高

1,924,080        

4,767 

219,942 

1,837,283        

69,554 

86,035,367      

86,035,367      

有形固定資産
合計

3,978 

2,039,695        

4,767 

4,316,336        

143,733,893    

75,008 

69,554 

4,847,228        

86,179,930      

46,341,955      

資産の種類
当 期

増 加 額

有形固定資産（特
定償却資産以外）

有形固定資産（特
定償却資産）

12,713,733      

　　２.建物の当期増加額（3,181,753千円）の主な内訳は、東京都立産業技術高等専門学校荒川キャンパスにおける空調設備（744,964千円）並びに首都大学東京南大沢キャンパスにおける理工系実験空調
      換気設備（676,437千円）及び給排水衛生設備（483,636千円）の改修工事等により取得した建物附属設備です。

注）１.土地の当期増加額（13,156,667千円）は、東京都立産業技術高等専門学校荒川キャンパスの敷地を東京都より現物出資を受けたことによるものです。

　　　　減損損失累計額

期 首
残 高

75,008 

115,615 

44,504,672      

4,096,394        

4,847,228        

3,978 

44,840,229      

非償却資産

当 期
減 少 額

期 末
残 高

　　減価償却累計額

当期償却額
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（２）　たな卸資産の明細

該当事項はありません。

（３）　有価証券の明細

(３）－１　流動資産として計上された有価証券

（単位：千円）

種類及び銘柄 取得価額 時価 貸借対照表計上額
当期損益に

含まれた
評価差額

 その他有価証券
評価差額

摘　要

金銭信託 1,300,000        - 1,300,000 - - 

計 1,300,000        - 1,300,000 - - 

　  賃借対照表計上額 1,300,000 

（３）－２　投資その他の資産として計上された有価証券

（単位：千円）

種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額 摘　要

 第4回大阪府公募公債
（20年）

1,010,110        1,000,000  1,009,584 - 

 兵庫県第10回
 20年公募公債

140,643 140,000     140,609 - 

 政府保証第97回
 日本高速道路保有・
 債務返済機構債券

500,000 500,000     500,000 - 

 政府保証第109回
 日本高速道路保有・
 債務返済機構債券

623,705 600,000     622,890 - 

 長崎県債　平成22年度
第1223回

1,001,310        1,000,000  1,001,187 - 

 政府保証第134回
日本高速道路保有・
 債務返済機構債券

504,620 500,000     504,406

合　計 計 3,780,389        3,740,000  3,778,679 

（４）　長期貸付金の明細

該当事項はありません。

（５）　長期借入金の明細

該当事項はありません。

（６）　引当金の明細

（単位：千円）

目的使用 その他

賞与引当金 8,135 3,738 8,135 - 3,738

退職給付引当金 13,897 1,061 3,657 - 11,302

合　計 22,033 4,799 11,792 - 15,040

（７）　資産除去債務の明細

該当事項はありません。

（８）　保証債務の明細

該当事項はありません。

満期保有目的債券

その他有価証券

摘　要期首残高区　分 当期増加額
当期減少額

当期損益に含まれた評価差額

- 

- 

期末残高
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（９）　資本金及び資本剰余金の明細

　　　（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

地方公共団体出資金 128,445,158    13,156,667      - 141,601,826        土地の現物出資

128,445,158    13,156,667      - 141,601,826        

8,616,598       3,146,879        - 11,763,478         建物等の取得

71,730           - - 71,730 

1,605,288       106,930           - 1,712,218 構築物等の取得

△2,380,545  △7,383 - △2,387,929        （注）１

7,913,071       3,246,426        - 11,159,498         

△19,495,453  △2,294,242     △3,563 △21,786,132      （注）１、（注）２

△11,582,381  952,183           △3,563 △10,626,634      

（注）１．　資本剰余金のうち損益外除売却差額相当額の当期増加額及び損益外減価償却累計額の当期減少額は、主に建物の除却により生じたものです。

       ２．　資本剰余金のうち損益外減価償却累計額の当期増加額は減価償却の認識のため生じたものです。

（１０）　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

（１０）-１　積立金の明細

　　　（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

1,080,000      - 1,080,000        - （注）１

2,591,795      - 2,591,795        - （注）１

3,036,589      5,093,260       8,129,850        - （注）１

- 4,361,316       318,779           4,042,536 （注）１、（注）２

6,708,385      9,454,577       12,120,425      4,042,536 

（注）１．　前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高は3,036,589千円であり、これに前中期目標期間の最終年度の未処分利益1,421,464千円

　　　　　　及び効率化推進積立金の使用残額1,080,000千円、教育研究の質の向上及び運営組織の改善目的積立金の使用残額2,591,795千円を

　　　　　　加えると、積立金は8,129,850千円になります。

　　　　　　この積立金8,129,850千円のうち、4,361,316千円については前中期目標期間繰越積立金に計上し、残余の額3,768,533千円を地方独立

　　　　　　行政法人法第40条第6項の規定により東京都に納付しました。

       ２．　当期減少額は、資産の取得及び費用の発生に伴う積立金取崩しによるものです。

（１０）-２　目的積立金の取崩しの明細

　　　（単位：千円）

金　額

211,849 （注）１

106,930 （注）２

318,779

（注）１．　取崩額の内訳は、教育研究の質の向上及び運営組織の改善のための経費211,849千円であります。

（注）２．　資産の取得によるものであります。

（１１）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

（１１）-１　運営費交付金債務

　　　（単位：千円）

運営費
交付金収益

資産見返
運営費交付金等

建設仮勘定等見返
運営費交付金  資本剰余金 小　計

平成23年度 - 17,287,417 16,191,511 1,076,299 19,606 - 17,287,417 - 

合　計 - 17,287,417 16,191,511 1,076,299 19,606 - 17,287,417 - 

（１１）-２　運営費交付金収益

　　　（単位：千円）

(注)損益計算書の運営費交付金収益との差額（3,677千円）は、前期以前に計上した建設仮勘定等見返運営費交付金の当期収益化によるものです。

期間進行基準

23年度交付分

16,191,511

16,191,511

16,191,511

16,191,511

合　計

合　計業務等区分

期末残高

合　計

損益外減価償却累計額

差引計

前中期目標期間繰越積立金

交付年度

その他

合　計

期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額

前中期目標期間繰越積立金取崩額

教育研究の質の向上及び運
営組織の改善目的積立金

摘　要

資本金

資本剰余金

区　分

効率化推進積立金

　　損益外除売却差額相当額

合　計

　　目的積立金取崩

区　分

摘　要

区　分

資本剰余金

　　無償譲与

積立金

　　施設費

合　計
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（１２）　運営費交付金以外の地方公共団体等からの財源措置の明細

（１２）-１　施設費の明細

　　　　　（単位：千円）

建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金 収益計上

4,264,099 60,390          3,146,879 1,056,829    

4,264,099 60,390          3,146,879 1,056,829    

(注)損益計算書の施設費収益との差額（52,834千円）は、前期以前に計上した建設仮勘定見返施設費の当期収益化によるものです。

（１２）-２　補助金等の明細

　　　　　（単位：千円）

資産見返
補助金等

建設仮勘定見返
補助金等

収益計上

7,200         - 4,073 3,126          - 

14,958       - 630 14,280        47 

16,800       - - 16,800        - 

11,826       - 44 11,781        - 

14,103       - - 14,103        - 

1,050         - - 648 402 

1,680         - - 1,680          - 

29,022       - 91 28,928        2 

14,225       - - 14,225        - 

1,740         1,740 - - - 

195 - - 175 19 

3,857         - 2,588 1,181          88 

7,453         - 2,992 4,461          - 

14,728       - 3,288 11,439        - 

138,841      1,740 13,708 122,831      560 

(注)損益計算書の補助金収益との差額（780千円）は、前期以前に計上した建設仮勘定見返施設費の当期収益化によるものです。

（１３）　役員及び教職員の給与の明細

　　　　　（単位：千円，人）

　

（注）１．役員に対する報酬等の支給基準の概要

　　 　　  公立大学法人首都大学東京役員報酬規則、公立大学法人首都大学東京役員退職手当規則、公立大学法人首都大学東京職員給与規

則、公立大学法人首都大学東京退職手当規則、公立大学法人首都大学東京非常勤教職員給与規則等に基づいています。

       ２．教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要

　　　　　公立大学法人首都大学東京大学教員給与規則、公立大学法人首都大学東京高専教員給与規則、公立大学法人首都大学東京職員給

与規則、公立大学法人首都大学東京非常勤教職員給与規則、公立大学法人首都大学東京退職手当規則等に基づいています。

       ３．支給人員数は、報酬又は給与は年間平均支給人員数で算出、退職給付は年間支給人員数で記載しています。

       ４．（　　）内の数字については、非常勤の役員及び教職員に対する支給額及び人数を外数で記載しています。

       ５．上記明細には「賞与引当金繰入額（3,738千円）、退職給付引当金繰入額（1,061千円）、法定福利費（1,315,722千円）は含まれていません。

       ６．上記明細には受託研究費等及び受託事業費等による人件費は含まれていません。

特許出願支援補助金

75 

（-） 

75 

（-） 

自転車等機械工業振興事業補助金

＊「その他」は精算に伴う返還予定額です。

地球観測システム研究開発費補助金

- - 

（-） （-） 

支給人員支給額

地域産学官連携科学技術振興事業費補
助金（イノベーションシステム整備事業）

区　分

科学技術人材育成費補助事業（女性研
究者研究活動支援事業）

大学改革推進等補助金(大学生の就業
力育成支援事業)

大学改革推進等補助金(がんプロフェッ
ショナル養成プラン)

環境技術等研究開発推進事業費補助金
（アジアモンスーン地域における気候変
動とその農業への影響評価）

科学技術戦略推進費補助金（安全・安心
な社会のための犯罪・テロ対策技術等を
実用化するプログラム）

平成23年度

合　計

区　分

当期振替額

組織的な大学院教育改革推進プログラ
ム（研究拠点形成費等補助金（若手研究
者養成費））

ものづくり分野の人材育成・確保事業補
助金　（産業技術大学院大学）

国際化拠点整備事業費補助金（国際化
拠点整備事業（長期海外留学支援））

国際研究集会開催支援

摘　要当期交付額

当期交付額

(1)

支給額 支給人員

報酬又は給与

左の会計処理内訳

摘　要

教職員

合　計
1,314,901 

その他

1,220 

(1,118) 

区　分

1,213 10,186,801 

(1,078,835) 

退職給付

役　員
(795)

合　計

アジア基準認証推進事業費補助金（ター
ビンの遮熱コーティングの特性評価試験
方法）

122,506 

(1,079,630) 

10,309,307 

（-） 

(-) 

1,314,901 

(1,117) 

7 
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（１４）　開示すべきセグメント情報
（単位：千円）

法人本部及び
首都大学東京

産業技術大学院大学
東京都立産業技術

高等専門学校
全　　体

業務費用

　業務費 18,957,650 913,633 2,467,270 22,338,555 

　　教育経費 3,301,015 103,389 308,865 3,713,270 

　　研究費 1,998,369 46,548 83,999 2,128,917 

　　教育研究支援経費 1,000,876 224,475 95,690 1,321,042 

　　受託研究費等 758,874 3,817 5,886 768,577 

　　受託事業費等 361,050 18,925 2,410 382,386 

　　役員人件費 96,224 20,372 16,685 133,282 

　　教員人件費 8,976,723 340,817 1,609,493 10,927,034 

　　職員人件費 2,464,516 155,288 344,239 2,964,045 

　一般管理費 2,071,530 75,960 427,874 2,575,366 

　財務費用 24,649 3,705 3,812 32,166 

　雑損 103,714 - - 103,714 

21,157,545 993,300 2,898,957 25,049,803 

業務収益

　運営費交付金収益 12,864,150 835,106 2,495,932 16,195,188 

　授業料収益 4,786,566 112,908 389,729 5,289,204 

　入学金収益 592,002 20,304 18,189 630,495 

　検定料収益 227,644 3,922 10,294 241,861 

 　オープンユニバーシティ収益 51,577 - 708 52,285 

　社会人教育プログラム収益 13,089 7,087 - 20,176 

　受託研究等収益 767,521 2,486 6,359 776,366 

　受託事業等収益 375,814 14,269 3,146 393,231 

　寄附金収益 182,495 1,338 4,805 188,639 

　施設費収益 922,416 - 187,247 1,109,663 

　補助金等収益 109,211 14,225 175 123,612 

　資産見返負債戻入 1,027,710 33,063 108,157 1,168,931 

　財務収益 90,813 0 - 90,814 

　雑益 417,241 3,704 7,812 428,758 

22,428,255 1,048,417 3,232,556 26,709,229 

業務損益 1,270,710 55,116 333,599 1,659,426 

帰属資産 100,480,352 4,606,333 51,199,537 156,286,222 

　　土地 42,794,622 3,589,948 39,650,796 86,035,367 

　　建物 35,125,569 746,669 10,469,716 46,341,955 

　　構築物 1,737,549 20,184 281,962 2,039,695 

　　その他 20,822,611 249,530 797,062 21,869,204 

      ３．目的積立金の取崩しを財源とする費用は、法人本部及び首都大学東京193,186千円、産業技術大学院大学3,813千円、

　　　　　東京都立産業技術高等専門学校14,534千円です。

      ４．損益外減価償却相当額、損益外除売却差額相当額、引当外退職給付増加見積額、引当外賞与増加見積額は次のとおりです。

（単位：千円）

法人本部及び
首都大学東京

産業技術大学院大学
東京都立産業技術

高等専門学校
全　　体

損益外減価償却相当額 1,732,486 196 561,560 2,294,242 

損益外除売却差額相当額 3,820 - - 3,820 

引当外賞与増加見積額 △23,270 △3,926 △3,569 △30,766 

引当外退職給付増加見積額 △522,019 73,338 △35,866 △484,547 

小　　計

小　　計

区　　分

区　　分

      ２．法人本部及び首都大学東京の帰属資産には、各セグメントに配賦しなかった資産が含まれており、その主な内容は投資有価証券
　　　　  3,778,679千円、有価証券1,300,000千円、長期性預金600,000千円、現金及び預金4,017,299千円です。

(注）１．セグメントの区分方法は、法人本部及び首都大学東京、産業技術大学院大学と東京都立産業技術高等専門学校に区分しています。
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（１５）　業務費及び一般管理費の明細

教育経費
消耗品費 410,151 
物品費 91,116 
印刷製本費 58,577 
水道光熱費 323,957 
旅費交通費 82,466 
通信運搬費 13,181 
賃借料 151,341 
保守費 86,964 
修繕費 393,056 
損害保険料 1,623 
広告宣伝費 6,736 
行事費 9,557 
諸会費 7,776 
会議費 686 
報酬・委託・手数料 505,741 
奨学費 598,414 
減価償却費 930,173 
貸倒損失 5,989 
出版物費 34,146 
租税公課 17 
雑費 1,596 3,713,270 

研究経費
消耗品費 473,540 
物品費 182,917 
印刷製本費 35,794 
水道光熱費 297,565 
旅費交通費 204,728 
通信運搬費 18,436 
賃借料 33,560 
車両関係費 71 
保守費 11,036 
修繕費 291,198 
損害保険料 5 
広告宣伝費 760 
諸会費 48,180 
会議費 464 
報酬・委託・手数料 101,826 
減価償却費 348,181 
出版物費 79,361 
租税公課 4 
雑費 1,281 2,128,917 

教育研究支援経費
消耗品費 49,565 
物品費 517 
印刷製本費 2,079 
水道光熱費 57,574 
旅費交通費 18 
通信運搬費 64,126 
賃借料 122,729 
保守費 10,400 
修繕費 15,161 
諸会費 718 
報酬・委託・手数料 286,018 
減価償却費 670,186 
出版物費 34,427 
図書除却費 7,488 
雑費 30 1,321,042 

受託研究費等 768,577 

（単位：千円）
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受託事業費等 382,386             

役員人件費
報酬 123,301             
法定福利費 9,980                133,282             133,282             

教員人件費
常勤教員給与

給与 6,017,402          
賞与 2,019,318          
賞与引当金繰入額 3,738                
退職給付費用 1,315,196          
法定福利費 1,003,870          10,359,525         

非常勤教員給与
給与 550,111             
法定福利費 17,397               567,508             10,927,034         

職員人件費
常勤職員給与

給与 1,698,436          
賞与 451,644             
退職給付費用 767                   
法定福利費 239,089             2,389,936          

非常勤職員給与
給与 528,723             
法定福利費 45,384               574,108             2,964,045           

一般管理費
消耗品費 132,511             
物品費 41,288               
印刷製本費 51,953               
水道光熱費 43,482               
旅費交通費 24,522               
通信運搬費 21,233               
賃借料 99,675               
車両関係費 16,771               
福利厚生費 15,205               
保守費 761,525             
修繕費 316,246             
損害保険料 35,028               
広告宣伝費 64,109               
行事費 427                   
諸会費 10,143               
会議費 605                   
報酬・委託・手数料 753,371             
減価償却費 139,101             
出版物費 5,771                
租税公課 39,458               
雑費 2,932                2,575,366           

業務費及び一般管理費合計 24,913,921         
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（１６）　上記以外の主な資産及び負債の明細

（１６）－１　現金及び預金の明細

（１６）－２　未払金

（１６）－３　資産見返物品受贈額

一 般 管 理 費 518,949                               

4,006,516                            

郵 便 振 替 貯 金

857,404                               

合　　　計 4,017,299                            

普 通 預 金

区　　　分 金　　　額

人 件 費 1,234,076                            

区　　　分 金　　　額

構 築 物 1,606,351

（単位：千円）

区　　　分 金　　　額

現 金 635                                     

10,146                                

資 産 3,274,953                            

（単位：千円）

業 務 費

リ ー ス 債 務 512,026                               

そ の 他 8,862                                  

合　　計 6,406,271                            

（単位：千円）

0

30,383工 具 器 具 備 品

機 械 装 置

合　　計 5,241,304

商 標 権 1,755

0

0

図 書 3,602,812

著 作 権

車 両 運 搬 具
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（１７）　関連公益法人等に関する明細

該当事項はありません。

2121


	1_平成23事業年度　財務諸表
	★財務諸表　表紙＆目次　Final
	１
	★H23　財務諸表_0613　Final

	★財務諸表　表紙＆目次　Final（確）
	★H23年度重要な会計方針、注記事項_公表用
	利益の処分に関する書類（確定）



